
（定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数） （定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数）
第６条　（略） 第６条　（略）
２　オペレーターは、看護師、介護福祉士その他町長が定める者（以下この章にお ２　オペレーターは、看護師、介護福祉士その他町長が定める者（以下この章にお
いて「看護師、介護福祉士等」という。）をもって充てなければならない。ただ いて「看護師、介護福祉士等」という。）をもって充てなければならない。ただ
し、利用者の処遇に支障がない場合であって、提供時間帯を通じて、看護師、介 し、利用者の処遇に支障がない場合であって、提供時間帯を通じて、看護師、介
護福祉士等又は前項第４号アの看護職員との連携を確保しているときは、サービ 護福祉士等又は前項第４号アの看護職員との連携を確保しているときは、サービ
ス提供責任者（高知県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する ス提供責任者（高知県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する
基準等を定める条例（平成２５年高知県条例第８号。以下「指定居宅サービス等基 基準等を定める条例（平成２５年高知県条例第８号。以下「指定居宅サービス等基
準条例」という。）第７条第２項のサービス提供責任者又は高知県指定介護予防 準条例」という。）第５条第２項のサービス提供責任者又は高知県指定介護予防
サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準等を定める条例（平成２５ サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準等を定める条例（平成２５
年高知県条例第９号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第５ 年高知県条例第９号。以下「指定介護予防サービス等基準条例」という。）第５
条第２項のサービス提供責任者をいう。以下同じ。）の業務に３年以上従事した 条第２項のサービス提供責任者をいう。以下同じ。）の業務に３年以上従事した
経験を有する者をもって充てることができる。 経験を有する者をもって充てることができる。
３　（略） ３　（略）
４　オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、利 ４　オペレーターは、専らその職務に従事する者でなければならない。ただし、利
用者の処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事 用者の処遇に支障がない場合は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事
業所の定期巡回サービス若しくは訪問看護サービス、同一敷地内の指定訪問介護 業所の定期巡回サービス若しくは訪問看護サービス、同一敷地内の指定訪問介護
事業所（指定居宅サービス等基準条例第７条第１項に規定する指定訪問介護事業 事業所（指定居宅サービス等基準条例第５条第１項に規定する指定訪問介護事業
所をいう。以下同じ。）、指定訪問看護事業所（指定居宅サービス等基準条例第 所をいう。以下同じ。）、指定訪問看護事業所（指定居宅サービス等基準条例第
６７条第１項に規定する指定訪問看護事業所をいう。）若しくは指定夜間対応型訪 ６０条第１項に規定する指定訪問看護事業所をいう。）若しくは指定夜間対応型訪
問介護事業所（第４７条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。 問介護事業所（第４７条第１項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。
以下この条において同じ。）の業務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける 以下この条において同じ。）の業務又は利用者以外の者からの通報を受け付ける
業務に従事することができる。 業務に従事することができる。
５　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に次の各号に掲げるいずれかの ５　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所に次の各号に掲げるいずれかの
施設等が併設されている場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がな 施設等が併設されている場合において、当該施設等の入所者等の処遇に支障がな
い場合は、前項本文の規定にかかわらず、午後６時から午前８時までの間におい い場合は、前項本文の規定にかかわらず、午後６時から午前８時までの間におい
て、当該施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。 て、当該施設等の職員をオペレーターとして充てることができる。
（１）　指定短期入所生活介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１５１条第１ （１）　指定短期入所生活介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１２１条第１
項に規定する指定短期入所生活介護事業所をいう。第１５１条第１２項において同 項に規定する指定短期入所生活介護事業所をいう。第１５１条第１２項において同
じ。） じ。）

改正後 改正前

　
　
　
　　　四万十町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条例の一部を改正する条例
　四万十町介護保険法に基づく指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条例（平成２５年条例第５号）の一部を次のように改正する。

（1）



（２）　指定短期入所療養介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１９３条第１ （２）　指定短期入所療養介護事業所（指定居宅サービス等基準条例第１４２条第１
項に規定する指定短期入所療養介護事業所をいう。） 項に規定する指定短期入所療養介護事業所をいう。）

（３）　指定特定施設（指定居宅サービス等基準条例第２２１条第１項に規定する指 （３）　指定特定施設（指定居宅サービス等基準条例第１７４条第１項に規定する指
定特定施設をいう。） 定特定施設をいう。）

（４）～（１１）　（略） （４）～（１１）　（略）
６～１１　（略） ６～１１　（略）
１２　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事業者（指定居 １２　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問看護事業者（指定居
宅サービス等基準条例第６７条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下 宅サービス等基準条例第６０条第１項に規定する指定訪問看護事業者をいう。以下
同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の 同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の
事業と指定訪問看護（指定居宅サービス等基準条例第６６条に規定する指定訪問看 事業と指定訪問看護（指定居宅サービス等基準条例第５９条に規定する指定訪問看
護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されてい 護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されてい
る場合に、指定居宅サービス等基準条例第６７条第１項第１号アに規定する人員に る場合に、指定居宅サービス等基準条例第６０条第１項第１号イに規定する人員に
関する基準を満たすとき（同条第６項の規定により同条第１項第１号ア及び第２ 関する基準を満たすとき（同条第５項の規定により同条第１項第１号イ及び第２
号に規定する基準を満たしているものとみなされているとき及び第１９１条第１０項 号に規定する基準を満たしているものとみなされているとき及び第１９１条第１０項
の規定により同条第４項に規定する基準を満たしているものとみなされていると の規定により指定居宅サービス等基準条例第６０条第１項第１号アに規定する基準
きを除く。）は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、第１項 を満たしているものとみなされているときを除く。）は、当該指定定期巡回・随
第４号アに規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 時対応型訪問介護看護事業者は、第１項第４号アに規定する基準を満たしている

ものとみなすことができる。

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握）
第１４条　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対 第１４条　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対
応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任者による利用者の面接によ 応型訪問介護看護の提供に当たっては、計画作成責任者による利用者の面接によ
るほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議 るほか、利用者に係る指定居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議
（介護支援専門員（法第７条第５項に規定する介護支援専門員をいう。以下同じ （介護支援専門員（第８２条第１０項に規定する「介護支援専門員」をいう。）が居
。）が居宅サービス計画（法第８条第２３項に規定する居宅サービス計画をいう。 宅サービス計画（法第８条第２３項に規定する居宅サービス計画をいう。第１６条に
第１６条において同じ。）の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付けた指 おいて同じ。）の作成のために居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居宅
定居宅サービス等（法第８条第２３項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下 サービス等（法第８条第２３項に規定する指定居宅サービス等をいう。以下同
同じ。）の担当者を招集して行う会議をいう。以下この章及び第６７条において同 じ。）の担当者を招集して行う会議をいう。以下この章及び第６７条において同
じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療 じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療
サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。 サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。

改正後 改正前

（2）



（主治の医師との関係） （主治の医師との関係）
第２５条　（略） 第２５条　（略）
２　（略） ２　（略）
３　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、主治の医師に次条第１項に ３　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、主治の医師に次条第１項に
規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（訪問看護サービスの利用者に 規定する定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（訪問看護サービスの利用者に
係るものに限る。）及び同条第１０項に規定する訪問看護報告書を提出し、訪問看 係るものに限る。）及び同条第１１項に規定する訪問看護報告書を提出し、訪問看
護サービスの提供に当たって主治の医師との密接な連携を図らなければならな 護サービスの提供に当たって主治の医師との密接な連携を図らなければならな
い。 い。
４　医療機関が当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を運営する場合 ４　医療機関が当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を運営する場合
にあっては、前２項の規定にかかわらず、第２項の主治の医師の文書による指示 にあっては、前２項の規定にかかわらず、第２項の主治の医師の文書による指示
並びに前項の定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び次条第１０項に規定する 並びに前項の定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び次条第１１項に規定する
訪問看護報告書の提出は、診療録その他の診療に関する記録（以下「診療記録」 訪問看護報告書の提出は、診療録その他の診療に関する記録（以下「診療記録」
という。）への記載をもって代えることができる。 という。）への記載をもって代えることができる。

（地域との連携等） （地域との連携等）
第３９条　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対 第３９条　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対
応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表 応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表
者、地域の医療関係者、町の職員（町の区域内に指定定期巡回・随時対応型訪問 者、地域の医療関係者、町の職員（町の区域内に指定定期巡回・随時対応型訪問
介護看護事業所が所在する場合に限る。）又は当該指定定期巡回・随時対応型訪 介護看護事業所が所在する場合に限る。）又は当該指定定期巡回・随時対応型訪
問介護看護事業所が所在する区域を管轄する法第１１５条の４６第１項に規定する地 問介護看護事業所が所在する区域を管轄する法第１１５条の４６条第１項に規定する
域包括支援センターの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を 地域包括支援センターの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見
有する者等により構成される協議会（以下この項において「介護・医療連携推進 を有する者等により構成される協議会（以下この項において「介護・医療連携推
会議」という。）を設置し、おおむね３月に１回以上、介護・医療連携推進会議 進会議」という。）を設置し、おおむね３月に１回以上、介護・医療連携推進会
に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供状況等を報告し、介護・ 議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供状況等を報告し、介
医療連携推進会議による評価を受けるとともに、介護・医療連携推進会議から必 護・医療連携推進会議による評価を受けるとともに、介護・医療連携推進会議か
要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 ら必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。
２～４　（略） ２～４　（略）

（記録の整備） （記録の整備）
第４２条　（略） 第４２条　（略）

改正後 改正前

（3）



２　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する指定定期巡 ２　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対する指定定期巡
回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供 回・随時対応型訪問介護看護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、当該提供
の完結の日から２年間保存しなければならない。 の完結の日から２年間保存しなければならない。
（１）～（３）　（略） （１）～（３）　（略）
（４）　第２６条第１０項に規定する訪問看護報告書 （４）　第２６条第１１項に規定する訪問看護報告書
（５）～（７）　（略） （５）～（７）　（略）

（管理者） （管理者）
第４８条　指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに 第４８条　指定夜間対応型訪問介護事業者は、指定夜間対応型訪問介護事業所ごとに
専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定夜 専らその職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定夜
間対応型訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介 間対応型訪問介護事業所の管理上支障がない場合は、当該指定夜間対応型訪問介
護事業所の他の業務又は同一敷地内の他の事業所、施設等（当該指定夜間対応型 護事業所の他の業務又は同一敷地内の他の事業所、施設等（当該指定夜間対応型
訪問介護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せ 訪問介護事業者が、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せ
て受け、かつ、当該同一敷地内の他の事業所、施設等と一体的に運営している場 て受け、かつ、当該同一敷地内の他の事業所、施設等と一体的に運営している場
合に限る。）の業務に従事することができ、日中のオペレーションセンターサー 合に限る。）の業務に従事することができ、日中のオペレーションセンターサー
ビスを実施する場合であって、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等基準条 ビスを実施する場合であって、指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等基準条
例第７条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。）の指定を併せて受け 例第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。）の指定を併せて受け
て、一体的に運営するときは、指定訪問介護事業所の業務に従事することができ て、一体的に運営するときは、指定訪問介護事業所の業務に従事することができ
る。 る。

（指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針） （指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方針）
第５１条　夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方 第５１条　夜間対応型訪問介護従業者の行う指定夜間対応型訪問介護の具体的取扱方
針は、次に掲げるところによるものとする。 針は、次に掲げるところによるものとする。
（１）～（５）　（略） （１）～（５）　（略）
（６）　夜間対応型訪問介護従業者は、利用者からの連絡内容や利用者の心身の状 （６）　夜間対応型訪問介護従業者は、利用者からの連絡内容や利用者の心身の状
況を勘案し、必要があると認めるときは、利用者が利用する指定訪問看護ス 況を勘案し、必要があると認めるときは、利用者が利用する指定訪問看護ス
テーション（指定居宅サービス等基準条例第６７条第１項第１号に規定する指定 テーション（指定居宅サービス等基準条例第６０条第１項第１号に規定する指定
訪問看護ステーションをいう。）への連絡を行う等の適切な措置を講ずるもの 訪問看護ステーションをいう。）への連絡を行う等の適切な措置を講ずるもの
とする。 とする。

（７）　（略） （７）　（略）
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（従業者の員数） （従業者の員数）
第６４条　指定認知症対応型共同生活介護事業所若しくは指定介護予防認知症対応型 第６４条　指定認知症対応型共同生活介護事業所若しくは指定介護予防認知症対応型
共同生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７１条第１項に 共同生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７０条第１項に
規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所をいう。次条において同 規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所をいう。次条において同
じ。）の居間若しくは食堂又は指定地域密着型特定施設若しくは指定地域密着型 じ。）の居間若しくは食堂又は指定地域密着型特定施設若しくは指定地域密着型
介護老人福祉施設の食堂若しくは共同生活室において、これらの事業所又は施設 介護老人福祉施設の食堂若しくは共同生活室において、これらの事業所又は施設
の利用者、入居者又は入所者とともに行う指定認知症対応型通所介護（以下「共 の利用者、入居者又は入所者とともに行う指定認知症対応型通所介護（以下「共
用型指定認知症対応型通所介護」という。）の事業を行う者（以下「共用型指定 用型指定認知症対応型通所介護」という。）の事業を行う者（以下「共用型指定
認知症対応型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「共用 認知症対応型通所介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「共用
型指定認知症対応型通所介護事業所」という。）に置くべき従業者の員数は、当 型指定認知症対応型通所介護事業所」という。）に置くべき従業者の員数は、当
該利用者、当該入居者又は当該入所者の数と当該共用型指定認知症対応型通所介 該利用者、当該入居者又は当該入所者の数と当該共用型指定認知症対応型通所介
護の利用者（当該共用型指定認知症対応型通所介護事業者が共用型指定介護予防 護の利用者（当該共用型指定認知症対応型通所介護事業者が共用型指定介護予防
認知症対応型通所介護事業者（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第８条 認知症対応型通所介護事業者（指定地域密着型介護予防サービス基準条例第８条
第１項に規定する共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者をいう。以下 第１項に規定する共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業者をいう。以下
同じ。）の指定を併せて受け、かつ、共用型指定認知症対応型通所介護の事業と 同じ。）の指定を併せて受け、かつ、共用型指定認知症対応型通所介護の事業と
共用型指定介護予防認知症対応型通所介護（同項に規定する共用型指定介護予防 共用型指定介護予防認知症対応型通所介護（同項に規定する共用型指定介護予防
認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一 認知症対応型通所介護をいう。以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一
体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における共用型指定認知症対 体的に運営されている場合にあっては、当該事業所における共用型指定認知症対
応型通所介護又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者。次条にお 応型通所介護又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護の利用者。次条にお
いて同じ。）の数を合計した数について、第１１０条、第１３０条若しくは第１５１条又 いて同じ。）の数を合計した数について、第１１０条、第１３０条若しくは第１５１条又
は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７１条に規定する従業者の員数を満 は指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７０条に規定する従業者の員数を満
たすために必要な数以上とする。 たすために必要な数以上とする。
２　（略） ２　（略）

（従業者の員数等） （従業者の員数等）
第８２条　（略） 第８２条　（略）
２～１１　（略） ２～１１　（略）
１２　第１０項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所 １２　第１０項の規定にかかわらず、サテライト型指定小規模多機能型居宅介護事業所
については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテライト型指定小規模多 については、本体事業所の介護支援専門員により当該サテライト型指定小規模多
機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サービス計画の作成が適切に行われ 機能型居宅介護事業所の登録者に対して居宅サービス計画の作成が適切に行われ
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るときは、介護支援専門員に代えて、小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら るときは、介護支援専門員に代えて、小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら
従事する前項の町長が定める研修を修了している者（第９６条第１項において「研 従事する前項の町長が定める研修を修了している者（第９６条において「研修修了
修修了者」という。）を置くことができる。 者」という。）を置くことができる。

１３　（略） １３　（略）

（居宅サービス計画の作成） （居宅サービス計画の作成）
第９３条　（略） 第９３条　（略）
２　介護支援専門員は、前項に規定する居宅サービス計画の作成に当たっては、高 ２　介護支援専門員は、前項に規定する居宅サービス計画の作成に当たっては、規
知県指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例（平 則で定める指定居宅介護支援の具体的取扱方針に沿って行うものとする。
成２５年高知県条例第７２号）第１７条各号に掲げる具体的取扱方針に沿って行うもの
とする。

（従業者の員数） （従業者の員数）
第１１０条　指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う者（以下「指定認知症対応 第１１０条　指定認知症対応型共同生活介護の事業を行う者（以下「指定認知症対応
型共同生活介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定認知症 型共同生活介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定認知症
対応型共同生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定認知症対応型共同生 対応型共同生活介護事業所」という。）ごとに置くべき指定認知症対応型共同生
活介護の提供に当たる従業者（以下「介護従業者」という。）の員数は、当該事 活介護の提供に当たる従業者（以下「介護従業者」という。）の員数は、当該事
業所を構成する共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定 業所を構成する共同生活住居ごとに、夜間及び深夜の時間帯以外の時間帯に指定
認知症対応型共同生活介護の提供に当たる介護従業者を、常勤換算方法で、当該 認知症対応型共同生活介護の提供に当たる介護従業者を、常勤換算方法で、当該
共同生活住居の利用者（当該指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予 共同生活住居の利用者（当該指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予
防認知症対応型共同生活介護事業者（指定地域密着型介護予防サービス基準条例 防認知症対応型共同生活介護事業者（指定地域密着型介護予防サービス基準条例
第７１条第１項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者をいう。 第７０条第１項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者をいう。
以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業 以下同じ。）の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業
と指定介護予防認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型介護予防サービス基 と指定介護予防認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型介護予防サービス基
準条例第７０条に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護をいう。以下同 準条例第６９条に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護をいう。以下同
じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあって
は、当該事業所における指定認知症対応型共同生活介護又は指定介護予防認知症 は、当該事業所における指定認知症対応型共同生活介護又は指定介護予防認知症
対応型共同生活介護の利用者。以下この条及び第１１３条において同じ。）の数が 対応型共同生活介護の利用者。以下この条及び第１１３条において同じ。）の数が
３又はその端数を増すごとに１以上とするほか、夜間及び深夜の時間帯を通じて ３又はその端数を増すごとに１以上とするほか、夜間及び深夜の時間帯を通じて
１以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤 １以上の介護従業者に夜間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤

改正後 改正前

（6）



務（宿直勤務を除く。）をいう。）を行わせるために必要な数以上とする。 務（宿直勤務を除く。）をいう。）を行わせるために必要な数以上とする。
２～９　（略） ２～９　（略）
１０　指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同生活介 １０　指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同生活介
護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業と指 護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業と指
定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に 定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に
運営されている場合については、指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７１ 運営されている場合については、指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７０
条第１項から第９項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前 条第１項から第１０項までに規定する人員に関する基準を満たすことをもって、前
各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

第１１３条　（略） 第１１３条　（略）
２～６　（略） ２～６　（略）
７　指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同生活介 ７　指定認知症対応型共同生活介護事業者が指定介護予防認知症対応型共同生活介
護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業と指 護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定認知症対応型共同生活介護の事業と指
定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に 定介護予防認知症対応型共同生活介護の事業とが同一の事業所において一体的に
運営されている場合については、指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７４ 運営されている場合については、指定地域密着型介護予防サービス基準条例第７３
条第１項から第６項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前 条第１項から第６項までに規定する設備に関する基準を満たすことをもって、前
各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 各項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

（準用） （準用）
第１４９条　第１２条、第１３条、第２２条、第２８条、第３４条から第３８条まで、第４０条、第４ 第１４９条　第１２条、第１３条、第２２条、第２８条、第３４条から第３８条まで、第４０条、第４
１条、第７２条、第７６条、第７７条、第９９条及び第１０５条第１項から第４項までの規定 １条、第７２条、第７６条、第７７条、第９９条及び第１０５条第１項から第４項までの規定
は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業について準用する。この場合 は、指定地域密着型特定施設入居者生活介護の事業について準用する。この場合
において、第３４条中「定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者」とあるのは において、第３４条中「定期巡回・随時対応型介護看護従業者」とあるのは「地域
「地域密着型特定施設従業者」と、第７２条第２項中「この節」とあるのは「第７ 密着型特定施設従業者」と、第７２条第２項中「この節」とあるのは「第７章第４
章第４節」と、第１０５条第１項中「小規模多機能型居宅介護について知見を有す 節」と、第１０５条第１項中「小規模多機能型居宅介護について知見を有する者」
る者」とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有する とあるのは「地域密着型特定施設入居者生活介護について知見を有する者」と、
者」と、「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは 「通いサービス及び宿泊サービスの提供回数等の活動状況」とあるのは「活動状
「活動状況」と読み替えるものとする。 況」と読み替えるものとする。

（従業者の員数） （従業者の員数）
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第１５１条　（略） 第１５１条　（略）
２　（略） ２　（略）
３　指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、専ら当該指定地域密着型介護老 ３　指定地域密着型介護老人福祉施設の従業者は、専ら当該指定地域密着型介護老
人福祉施設の業務に従事する者でなければならない。ただし、指定地域密着型介 人福祉施設の業務に従事する者でなければならない。ただし、指定地域密着型介
護老人福祉施設（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（第１７８条に規定 護老人福祉施設（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設（第１７８条に規定
するユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同 するユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設をいう。以下この項において同
じ。）を除く。以下この条において同じ。）及びユニット型指定介護老人福祉施 じ。）を除く。以下この条において同じ。）及びユニット型指定介護老人福祉施
設（高知県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める 設（高知県指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める
条例（平成２５年高知県条例第１０号）第４８条に規定するユニット型指定介護老人福 条例（平成２５年高知県条例第１０号）第３８条に規定するユニット型指定介護老人福
祉施設をいう。）を併設する場合又は指定地域密着型介護老人福祉施設及びユ 祉施設をいう。）を併設する場合又は指定地域密着型介護老人福祉施設及びユ
ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設する場合の介護職員及び看護職 ニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を併設する場合の介護職員及び看護職
員（第１８７条第２項の規定に基づき配置される看護職員に限る。）を除き、入所 員（第１８７条第２項の規定に基づき配置される看護職員に限る。）を除き、入所
者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。 者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。
４～１１　（略） ４～１１　（略）
１２　指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所又は指定介護 １２　指定地域密着型介護老人福祉施設に指定短期入所生活介護事業所又は指定介護
予防サービス等基準条例第１３３条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介 予防サービス等基準条例第１２９条第１項に規定する指定介護予防短期入所生活介
護事業所（以下「指定短期入所生活介護事業所等」という。）が併設される場合 護事業所（以下「指定短期入所生活介護事業所等」という。）が併設される場合
においては、当該指定短期入所生活介護事業所等の医師については、当該指定地 においては、当該指定短期入所生活介護事業所等の医師については、当該指定地
域密着型介護老人福祉施設の医師により当該指定短期入所生活介護事業所等の利 域密着型介護老人福祉施設の医師により当該指定短期入所生活介護事業所等の利
用者の健康管理が適切に行われると認められるときは、これを置かないことがで 用者の健康管理が適切に行われると認められるときは、これを置かないことがで
きる。 きる。

１３　指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サービス等 １３　指定地域密着型介護老人福祉施設に指定通所介護事業所（指定居宅サービス等
基準条例第１０２条第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下同じ。）若 基準条例第９３条第１項に規定する指定通所介護事業所をいう。以下同じ。）若し
しくは指定介護予防サービス等基準条例第１００条第１項に規定する指定介護予防 くは指定介護予防サービス等基準条例第９７条第１項に規定する指定介護予防通所
通所介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等又は併設型指定認知症対応型通 介護事業所、指定短期入所生活介護事業所等又は併設型指定認知症対応型通所介
所介護の事業を行う事業所若しくは指定地域密着型介護予防サービス基準条例第 護の事業を行う事業所若しくは指定地域密着型介護予防サービス基準条例第５条
５条第１項に規定する併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事 第１項に規定する併設型指定介護予防認知症対応型通所介護の事業を行う事業所
業所が併設される場合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士 が併設される場合においては、当該併設される事業所の生活相談員、栄養士又は
又は機能訓練指導員については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相 機能訓練指導員については、当該指定地域密着型介護老人福祉施設の生活相談
談員、栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行わ 員、栄養士又は機能訓練指導員により当該事業所の利用者の処遇が適切に行われ

改正後 改正前
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れると認められるときは、これを置かないことができる。 ると認められるときは、これを置かないことができる。
１４～１６　（略） １４～１６　（略）

第１９０条　指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（以下「指定複合型 第１９０条　指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（以下「指定複合型
サービス」という。）の事業は、指定居宅サービス等基準条例第６６条に規定する サービス」という。）の事業は、指定居宅サービス等基準条例第５９条に規定する
訪問看護の基本方針及び第８１条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を 訪問看護の基本方針及び第８１条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を
踏まえて行うものでなければならない。 踏まえて行うものでなければならない。

（従業者の員数等） （従業者の員数等）
第１９１条　（略） 第１９１条　（略）
２～９　（略） ２～９　（略）
１０　指定複合型サービス事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、かつ、 １０　指定複合型サービス事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、かつ、
指定複合型サービスの事業と指定訪問看護の事業とが同一の事業所において一体 指定複合型サービスの事業と指定訪問看護の事業とが同一の事業所において一体
的に運営されている場合に、指定居宅サービス等基準条例第６７条第１項第１号ア 的に運営されている場合に、指定居宅サービス等基準条例第６０条第１項第１号ア
に規定する人員に関する基準を満たすとき（同条第５項の規定により同条第１項 に規定する人員に関する基準を満たすとき（同条第４項の規定により同条第１項
第１号ア及び第２号に規定する基準を満たしているものとみなされているとき並 第１号ア及び第２号に規定する基準を満たしているものとみなされているとき並
びに第６条第１２項の規定により同条第１項第４号アに規定する基準を満たしてい びに第６条第１２項の規定により同条第１項第４号アに規定する基準を満たしてい
るものとみなされているときを除く。）は、当該指定複合型サービス事業者は、 るものとみなされているときを除く。）は、当該指定複合型サービス事業者は、
第４項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。 第４項に規定する基準を満たしているものとみなすことができる。

（記録の整備） （記録の整備）
第２０１条　（略） 第２０１条　（略）
２　指定複合型サービス事業者は、利用者に対する指定複合型サービスの提供に関 ２　指定複合型サービス事業者は、利用者に対する指定複合型サービスの提供に関
する次に掲げる記録を整備し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければな する次に掲げる記録を整備し、当該提供の完結の日から２年間保存しなければな
らない。 らない。
（１）～（４）　（略） （１）～（４）　（略）
（５）　第１９９条第９項に規定する複合型サービス報告書 （５）　第１９９条第１０項に規定する複合型サービス報告書
（６）～（１０）　（略） （６）～（１０）　（略）

附　則 附　則
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（指定地域密着型介護老人福祉施設とみなされた指定介護老人福祉施設に係る経 （指定地域密着型介護老人福祉施設とみなされた指定介護老人福祉施設に係る経
過措置） 過措置）
第６条　平成１７年改正法附則第１０条第３項の規定により指定地域密着型介護老人福 第６条　平成１７年改正法附則第１０条第３項の規定により指定地域密着型介護老人福
祉施設とみなされた指定介護老人福祉施設（以下「みなし指定地域密着型介護老 祉施設とみなされた指定介護老人福祉施設（以下「みなし指定地域密着型介護老
人福祉施設」という。）であって、平成１８年３月３１日において指定介護老人福祉 人福祉施設」という。）であって、平成１８年３月３１日において指定介護老人福祉
施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号。以下「指定 施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号。以下「指定
介護老人福祉施設基準」という。）附則第４条第１項の規定の適用を受けていた 介護老人福祉施設基準」という。）附則第４条第１項の規定の適用を受けていた
ものに係る第１５２条第１項第１号の規定の適用については、同号ア中「１人とす ものに係る第１５２条第１項第１号の規定の適用については、同号ア中「４人」と
ること。ただし、入所者への指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の あるのは「原則として４人」と、同号イ中「１０．６５平方メートル」とあるのは
提供上必要と認められる場合は、２人」とあるのは「原則として４人」と、同号 「収納設備等を除き、４．９５平方メートル」とする。
イ中「１０．６５平方メートル」とあるのは「収納設備等を除き、４．９５平方メート
ル」とする。
２　（略） ２　（略）

改正後 改正前
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